
�愛媛県規則第２４号
次世代育成支援対策推進法の特定事業主等を定める規則を

次のように定める。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次世代育成支援対策推進法の特定事業主等を定める規

則

次世代育成支援対策推進法施行令（平成１５年政令第３７２号

）第２項の規則で定める地方公共団体の機関、その長又はそ

の職員は、次の表の左欄に掲げるものとし、それぞれ同表の

右欄に掲げる職員についての特定事業主行動計画を策定する

ものとする。

知事 知事が任命する職員
議会の議長 議会の議長が任命する職員
代表監査委員 代表監査委員が任命する職員
人事委員会 人事委員会が任命する職員
公営企業管理者 公営企業管理者が任命する職員

附 則

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第２５号
愛媛県予算の編成及び執行に関する規則の一部を改正する

規則を次のように公布する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県予算の編成及び執行に関する規則の一部を改正

する規則

愛媛県予算の編成及び執行に関する規則（昭和３９年愛媛県

規則第４８号）の一部を次のように改正する。

様式第４号２��ニ２�注２中「再任用短時間勤務職員」を
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「短時間勤務職員」に改める。

附 則

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第２６号
知事等に係る手続等における情報通信の技術の利用に関す

る規則を次のように定める。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

知事等に係る手続等における情報通信の技術の利用に

関する規則

（趣旨）

第１条 愛媛県行政手続等における情報通信の技術の利用に

関する条例（平成１７年愛媛県条例第１５号。以下「情報通信

技術利用条例」という。）の規定に基づき、知事等に係る

手続等を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通

信の技術を利用する方法により行う場合については、法令

又は条例等に特別の定めのある場合を除くほか、この規則

の定めるところによる。

（定義）

第２条 この規則で使用する用語は、情報通信技術利用条例

で使用する用語の例による。

２ この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当

該各号に定めるところによる。

� 知事等 知事若しくは知事に置かれる機関又はこれら

の機関の職員であって法令若しくは条例等上独立に権限

を行使することを認められたものをいう。

� 電子署名 電子署名及び認証業務に関する法律（平成

１２年法律第１０２号）第２条第１項に規定する電子署名を

いう。

� 電子証明書 次に掲げるものをいう。

ア 電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法

律（平成１４年法律第１５３号）第３条第１項に規定する

電子証明書

イ 商業登記法（昭和３８年法律第１２５号）第１２条の２第

１項及び第３項（これらの規定を他の法令の規定にお

いて準用する場合を含む。）の規定に基づき登記官が

作成した電子証明書

ウ ア及びイに掲げるもののほか、これらと同等の機能

を有する電磁的記録として知事が定めるもの

（電子情報処理組織を使用した申請等）

第３条 情報通信技術利用条例第３条第１項の規定により電

子情報処理組織を使用して申請等を行う者は、知事の定め

るところにより、知事の指定する電子計算機に備えられた

ファイルに記録すべき事項又は当該申請等を書面等により

行うときに記載すべきこととされている事項を、同項に規

定する申請等をする者の使用に係る電子計算機から入力し

て、申請等を行わなければならない。

２ 前項の規定により申請等を行う者は、入力する事項につ

いての情報に電子署名を行い、当該電子署名を行った者を

確認するために必要な事項を証する電子証明書と併せてこ

れを送信しなければならない。ただし、知事の定める申請

等について、知事の指定する方法により当該申請等を行っ

た者を確認するための措置を講ずる場合は、この限りでな

い。

３ 第１項の規定により申請等を行う者は、知事の定めると

ころにより、当該申請等を書面等により行うときに併せて

提出すべきこととされている書面等に記載すべき事項を情

報通信技術利用条例第３条第１項に規定する申請等をする

者の使用に係る電子計算機から送信し、及び知事の指定す

る電子計算機に備えられたファイルに記録し、又は当該書

面等を提出しなければならない。

４ 規則等の規定により同一内容の書面等を複数必要とする

申請等（副本又は写しを正本と併せ必要とするものを含む

。）について、第１項の規定により申請等が行われたとき

は、当該申請等に係る必要な数の書面等が提出されたもの

とみなす。

５ 知事等は、第１項の規定により申請等が行われるときは

、当該申請等を書面等により行うときに他の規則等の規定

により併せて提出すべきこととされている書面等について

、知事の定めるところにより、当該書面等の提出を省略さ

せることができる。

（電子情報処理組織による処分通知等）

第４条 知事等は、情報通信技術利用条例第４条第１項の規

定により電子情報処理組織を使用して処分通知等を行うと

きは、当該処分通知等を書面等により行うときに記載すべ

きこととされている事項を同項に規定する知事等の使用に

係る電子計算機に備えられたファイルに記録するものとす

る。

（電磁的記録による縦覧等）

第５条 知事等は、情報通信技術利用条例第５条第１項の規

定により書面等の縦覧等に代えて当該書面等に係る電磁的

記録に記録されている事項又は当該事項を記載した書類の

縦覧等を行うときは、当該事項をインターネットを利用す

る方法、知事等の事務所に備え置く電子計算機の映像面に

表示する方法又は電磁的記録に記録されている事項を記載

した書類による方法により縦覧等を行うものとする。

（電磁的記録による作成等）

第６条 知事等は、情報通信技術利用条例第６条第１項の規

定により書面等の作成等に代えて当該書面等に係る電磁的

記録の作成等を行うときは、当該事項を知事等の使用に係

る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法又は磁

気ディスク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に

記録しておくことができる物を含む。）をもって調製する

方法により作成等を行うものとする。

（氏名又は名称を明らかにする措置）

第７条 情報通信技術利用条例第３条第４項に規定する氏名

又は名称を明らかにする措置であって規則等で定めるもの

は、電子署名（当該電子署名を行った者を確認するために

必要な事項を証する電子証明書が併せて送信されるものに

限る。）及び第３条第２項ただし書に規定する措置とする

。

２ 情報通信技術利用条例第４条第４項に規定する氏名又は

名称を明らかにする措置であって規則等で定めるものは、

電子署名とする。

３ 情報通信技術利用条例第６条第３項に規定する氏名又は

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号
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名称を明らかにする措置であって規則等で定めるものは、

電子署名とする。

（補則）

第８条 この規則に定めるもののほか、知事等に係る手続等

を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技

術を利用する方法により行う場合に必要な事項は、知事が

定める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

（狂犬病予防法施行細則の一部改正）

２ 狂犬病予防法施行細則（昭和２５年愛媛県規則第８４号）の

一部を次のように改正する。

第７条第１項中「（当該報告書に記載すべき事項を記録

した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によつては認識することができない方式で作られる記録で

あつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものを

いう。以下同じ。）を含む。以下「実施状況報告書」とい

う。）」を削り、同条第２項及び第３項を削る。

第１３条の見出し中「提出書類等」を「提出書類」に改め

、同条中「又は電磁的記録」を削る。

（理容師法施行細則の一部改正）

３ 理容師法施行細則（昭和３１年愛媛県規則第４４号）の一部

を次のように改正する。

第６条を削る。

様式第３号中「、第６条」を削る。

（美容師法施行細則の一部改正）

４ 美容師法施行細則（昭和３２年愛媛県規則第６５号）の一部

を次のように改正する。

第６条を削る。

様式第３号中「、第６条」を削る。

�������
�愛媛県規則第２７号
愛媛県会計規則の一部を改正する規則を次のように定める

。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県会計規則の一部を改正する規則

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）の一部を次

のように改正する。

様式第９１号�中
「 区 分 支払額 本日累計

生活安定福祉基金

を削る。

」

様式第９３号�及び様式第９４号�中
「

区 分
支 出 収 入

本日分 本日累計 本日分 本日累計

生活安定福祉基金

を削る

」

。

様式第１００号�、様式第１０１号�及び様式第１０１号の２�
「

区 分
支 出 収 入

差引残額
本月分 本月累計 本月分 本月累計

生活安定福祉基金

中

」

を削る。

附 則

この規則は、平成１７年３月３１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第２８号
愛媛県生活安定資金貸付規則及び愛媛県社会福祉施設運営

安定資金貸付事業資金の貸付けに関する規則を廃止する規則

を次のように定める。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県生活安定資金貸付規則及び愛媛県社会福祉施設

運営安定資金貸付事業資金の貸付けに関する規則を廃

止する規則

次に掲げる規則は、廃止する。

� 愛媛県生活安定資金貸付規則（昭和５０年愛媛県規則第４７

号）

� 愛媛県社会福祉施設運営安定資金貸付事業資金の貸付け

に関する規則（昭和５０年愛媛県規則第４８号）

附 則

この規則は、平成１７年３月３１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第２９号
愛媛県立歯科技術専門学校運営規則等の一部を改正する規

則を次のように定める。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県立歯科技術専門学校運営規則等の一部を改正す

る規則

（愛媛県立歯科技術専門学校運営規則の一部改正）

第１条 愛媛県立歯科技術専門学校運営規則（昭和４６年愛媛

県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

愛媛県立歯科技術専門学校学則

題名の次に次の目次及び章名を付する。

目次

第１章 総則（第１条―第４条）

第２章 学年、学期及び休業日（第５条・第６条）

第３章 教育課程（第７条・第８条）

第４章 入学、休学、退学等（第９条―第１７条）

第５章 卒業（第１８条・第１９条）

第６章 授業料及び入学選考料（第２０条―第２３条）

第７章 賞罰（第２４条・第２５条）

第８章 学校運営会議（第２６条）

第９章 健康管理（第２７条）

第１０章 雑則（第２８条）

附則

第１章 総則

第１条を次のように改める。

（目的）

第１条 愛媛県立歯科技術専門学校（以下「学校」という

。）は、歯科衛生士及び歯科技工士の養成機関として歯

科衛生及び歯科技工に関する専門的知識及び技術を授け

、豊かな人間性を備えた歯科衛生士及び歯科技工士とし
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て社会に貢献し得る人材を育成することを目的とする。

第２０条の見出しを削り、同条を第２８条とする。

第１９条の見出しを削り、同条を第２７条とし、同条の次に

次の章名を付する。

第１０章 雑則

第１８条の見出しを削り、同条を第２６条とし、同条の次に

次の章名を付する。

第９章 健康管理

第１７条を削る。

第１６条第３項中「いづれか」を「いずれか」に、「行な

う」を「行う」に改め、同条を第２５条とし、同条の次に次

の章名を付する。

第８章 学校運営会議

第１５条を第２４条とし、同条の前に次の章名を付する。

第７章 賞罰

第１４条第１項中「第６条第１項」を「第８条第１項」に

改め、同条第２項中「進級」を「進級し、」に改め、同条

を第１８条とし、同条の次に次の１条及び１章を加える。

（卒業証書）

第１９条 校長は、卒業を認定した学生には、卒業証書（様

式第６号）を授与しなければならない。

第６章 授業料及び入学選考料

（授業料、入学料及び入学選考料）

第２０条 授業料、入学料及び入学選考料（以下「授業料等

」という。）は、愛媛県立歯科技術専門学校における授

業料、入学料及び入学選考料徴収条例（昭和４６年愛媛県

条例第１５号）の定めるところによる。

（退学等の場合の授業料）

第２１条 学期の途中において、退学し、若しくは退学にさ

れ、転学し、停学にされ、又は除籍された場合であつて

も、当該学期分の授業料は、納付しなければならない。

（授業料及び入学料の分納の許可及び納付の猶予）

第２２条 知事は、特別の事情があると認める場合は、授業

料及び入学料の分納を許可し、又はその納付を猶予する

ことがある。

２ 前項の規定による授業料及び入学料の分納の許可及び

納付の猶予の基準及び手続については、知事が定める。

（授業料等の減免）

第２３条 休学期間中の授業料は、免除する。ただし、学期

の途中において休学し、又は復学する場合は、当該学期

分の授業料については、この限りでない。

２ 知事は、学業成績が優秀で、かつ、災害その他やむを

得ない事情により学費の支弁が困難と認められる者に対

しては、授業料を減免することがある。この場合におい

て、授業料の減免は、学期ごとに行う。

３ 知事は、災害その他やむを得ない事情により学費の支

弁が困難と認められる者に対しては、入学料については

減免し、入学選考料については免除することがある。

４ 前２項の規定による授業料等の減免の基準及びその手

続については、知事が定める。

第１３条第１項中「様式第５号」を「様式第４号」に改め

、同条第２項中「休学の時期」を「休学期間」に改め、同

条第３項中「様式第６号」を「様式第５号」に改め、同条

を第１６条とし、同条の次に次の１条及び章名を加える。

（除籍）

第１７条 校長は、学生が次の各号のいずれかに該当すると

きは、これを除籍することができる。

� 第４条の在学期間を超えたとき。

� 前条第２項の休学期間を超えたとき。

� 正当な理由がなく授業料を納付しないとき。

� 長期にわたり行方不明のとき。

第５章 卒業

第１２条を第１５条とする。

第１１条第１項中「様式第４号」を「様式第３号」に改め

、同条を第１４条とする。

第１０条第１項中「様式第３号」を「様式第２号」に改め

、同条を第１３条とする。

第９条第１項に次のただし書を加える。

ただし、出身高等学校又は出身中等教育学校の校長の

推薦がある者については、学科試験の一部を免除するこ

とがある。

第９条を第１２条とする。

第８条中「の各号」を削り、同条中第１号を削り、第２

号を第１号とし、第３号を第２号とし、同条を第１１条とす

る。

第７条を第１０条とする。

第６条第１項中「行なう」を「行う」に改め、同条を第

８条とし、同条の次に次の章名及び１条を加える。

第４章 入学、休学、退学等

（入学時期）

第９条 入学の時期は、学年の初めとする。

第５条第１項中「第２条」を「第３条」に改め、同条第

２項中「第１３条第２項」を「第１６条第２項」に改め、同条

を第７条とする。

第４条第１項第５号中「１２月２６日」を「１２月２１日」に改

め、同条第２項を次のように改める。

２ 校長は、特別の必要があると認めるときは、前項の規

定にかかわらず、臨時に休業し、又は休業日においても

授業を行うことができる。

第４条第３項を削り、同条を第６条とし、同条の次に次

の章名を付する。

第３章 教育課程

第３条を第５条とし、第２条を第３条とし、同条の次に

次の１条及び章名を加える。

（在学期間）

第４条 学生は、４年を超えて在学することはできない。

第２章 学年、学期及び休業日

第１条の次に次の１条を加える。

（位置）

第２条 学校は、愛媛県伊予郡砥部町高尾田５４３番地に置

く。

別表第１及び別表第２中「第５条」を「第７条」に改め

る。

様式第１号中「第８条」を「第１１条」に改め、同様式注

２中�を削り、�を�とし�を�とする。
様式第２号を削る。
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様式第３号中「第１０条」を「第１３条」に改め、同様式を

様式第２号とする。

様式第４号中「第１１条」を「第１４条」に改め、同様式を

様式第３号とする。

様式第５号中「第１３条」を「第１６条」に改め、同様式を

様式第４号とする。

様式第６号中「第１３条」を「第１６条」に改め、同様式を

様式第５号とする。

様式第７号中「第１７条」を「第１９条」に改め、同様式を

様式第６号とする。

（愛媛県立医療技術短期大学学則の一部改正）

第２条 愛媛県立医療技術短期大学学則（昭和６３年愛媛県規

則第２３号）の一部を次のように改正する。

目次中「第２４条」を「第２６条」に、「第２５条」を「第２７

条」に、「第２６条―第３０条」を「第２８条―第３２条」に、「

第３１条・第３２条」を「第３３条・第３４条」に、「第３３条」を

「第３５条」に、「第３４条―第３７条」を「第３６条―第３９条」

に、「第３８条―第４０条」を「第４０条―第４２条」に、「第４１

条・第４２条」を「第４３条・第４４条」に、「第４３条―第５０条

」を「第４５条―第５２条」に、「第５１条」を「第５３条」に、

「第５２条」を「第５４条」に、「第５３条」を「第５５条」に改

める。

第８条第１項第６号を次のように改める。

� 高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省

令第１号）による高等学校卒業程度認定試験に合格した

者（同規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資

格検定規程（昭和２６年文部省令第１３号）による大学入学

資格検定に合格した者を含む。）

第５３条を第５５条とし、第１４章中第５２条を第５４条とし、第

１３章中第５１条を第５３条とし、第１２章中第５０条を第５２条とす

る。

第４９条第１項中「第４３条」を「第４５条」に改め、同条を

第５１条とする。

第４８条を第５０条とする。

第４７条第１号中「第４４条」を「第４６条」に改め、同条第

２号中「第４６条第１項」を「第４８条第１項」に改め、同条

を第４９条とする。

第４６条第２項中「第４４条」を「第４６条」に改め、同条を

第４８条とする。

第４５条を第４７条とし、第４４条を第４６条とし、第４３条を第

４５条とし、第１１章中第４２条を第４４条とし、第４１条を第４３条

とし、第１０章中第４０条を第４２条とし、第３９条を第４１条とし

、第３８条を第４０条とし、第９章中第３７条を第３９条とする。

第３６条第２号中「第３３条第１号」を「第３５条第１号」に

改め、同条を第３８条とする。

第３５条を第３７条とし、第３４条を第３６条とし、第８章中第

３３条を第３５条とし、第７章中第３２条を第３４条とし、第３１条

を第３３条とし、第６章中第３０条を第３２条とする。

第２９条第３項中「認められる者」の下に「その他特別の

事情により必要があると認める者」を加え、同条を第３１条

とする。

第２８条を第３０条とし、第２７条を第２９条とし、第２６条を第

２８条とし、第５章中第２５条を第２７条とし、第４章中第２４条

を第２６条とする。

第２３条第３項に後段として次のように加える。

この場合において、第２３条第２項及び前条第２項の規

定により短期大学において修得したものとみなす単位数

と合わせて、第一看護学科及び臨床検査学科にあつては

４６単位を、第二看護学科にあつては３０単位を超えないも

のとする。

第２３条を第２５条とし、第２２条の次に次の２条を加える。

（他の短期大学又は大学における授業科目の履修等）

第２３条 学長は、教育上有益と認めるときは、他の短期大

学又は大学との協議に基づき、学生に当該他の短期大学

又は大学の授業科目を履修させることができる。

２ 前項の規定により履修した授業科目について修得した

単位は、教授会の議を経て、第一看護学科及び臨床検査

学科にあつては４６単位を、第二看護学科にあつては３０単

位を超えない範囲で短期大学における授業科目の履修に

より修得したものとみなすことができる。

（短期大学又は大学以外の教育施設等における学修）

第２４条 学長は、教育上有益と認めるときは、学生が行う

短期大学及び他の短期大学又は高等専門学校の専攻科に

おける学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、短

期大学における授業科目を履修により修得したものとみ

なすことができる。

２ 前項の規定により履修した授業科目について修得した

単位は、教授会の議を経て、前条第２項の規定により短

期大学において修得したものとみなす単位数と合わせて

、第一看護学科及び臨床検査学科にあつては４６単位を、

第二看護学科にあつては３０単位を超えない範囲で短期大

学における授業科目の履修により修得したものとみなす

ことができる。

別表第２中「第２５条」を「第２７条」に改める。

別表第３中「第４８条」を「第５０条」に改める。

別表第４中「第４９条」を「第５１条」に改める。

（愛媛県立看護専門学校学則の一部改正）

第３条 愛媛県立看護専門学校学則（平成９年愛媛県規則第

２号）の一部を次のように改正する。

目次中「授業料及び入学選考料」を「授業料、入学料及

び入学選考料」に改める。

「第８章 授業料及び入学選考料」を「第８章 授業料

、入学料及び入学選考料」に改める。

第２８条の見出しを「（授業料、入学料及び入学選考料）

」に改め、同条中「授業料及び入学選考料」を「授業料、

入学料及び入学選考料（以下「授業料等」という。）」に

、「愛媛県立看護専門学校における授業料及び入学選考料

徴収条例」を「愛媛県立看護専門学校における授業料、入

学料及び入学選考料徴収条例」に改める。

第３０条の見出しを「（授業料及び入学料の分納の許可及

び納付の猶予）」に改め、同条中「授業料」の下に「及び

入学料」を加える。

第３１条第２項中「免除する」を「減免する」に改め、同

条第３項中「入学選考料を」を「入学料については減免し

、入学選考料については」に改め、同条第４項中「授業料

及び入学選考料」を「授業料等」に改める。
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様式第８号中「証する」を「称する」に改める。

（愛媛県立医療技術大学学則の一部改正）

第４条 愛媛県立医療技術大学学則（平成１５年愛媛県規則第

７０号）の一部を次のように改正する。

目次中「第３１条」を「第３２条」に、「第３２条―第３７条」

を「第３３条―第３８条」に、「第３８条・第３９条」を「第３９条

・第４０条」に、「第４０条・第４１条」を「第４１条・第４２条」

に、「第４２条―第４６条」を「第４３条―第４７条」に、「第４７

条―第５１条」を「第４８条―第５２条」に、「第５２条」を「第

５３条」に、「第５３条・第５４条」を「第５４条・第５５条」に、

「第５５条」を「第５６条」に改める。

第１５条第１項中第５号を第６号とし、第４号を第５号と

し、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える

。

� 開学記念日 ６月２０日

第１５条第２項中「前項第３号から第５号」を「前項第４

号から第６号」に改める。

第１９条第６号を次のように改める。

� 高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学

省令第１号）による高等学校卒業程度認定試験に合格

した者（同規則附則第２条の規定による廃止前の大学

入学資格検定規程（昭和２６年文部省令第１３号）による

大学入学資格検定に合格した者を含む。）

第２３条第３項第２号中「第４条第１項」の下に「又は第

２項」を、「修了した者」の下に「のうち学校教育法（昭

和２２年法律第２６号）第８２条の１０の規定により大学に編入学

することができる者」を加え、同項に次の１号を加える。

� 保健師助産師看護師法第２１条第３号の規定に基づき

高等学校又は中等教育学校を卒業している准看護師で

同条第１号及び第２号に規定する学校又は養成所にお

いて２年以上修業したもの

第５５条を第５６条とし、第１５章中第５４条を第５５条とし、第

５３条を第５４条とし、第１４章中第５２条を第５３条とし、第１３章

中第５１条を第５２条とする。

第５０条第２項中「翌月」の下に「（月の初日から休学し

たときは、当該月）」を加え、同条を第５１条とする。

第４９条を第５０条とし、第４８条を第４９条とし、第４７条を第

４８条とし、第１２章中第４６条を第４７条とし、第４２条から第４５

条までを１条ずつ繰り下げ、第１１章中第４１条を第４２条とし

、第４０条を第４１条とし、第１０章中第３９条を第４０条とし、第

３８条を第３９条とする。

第３７条第３号中「第３３条」を「第３４条」に改め、第９章

中同条を第３８条とする。

第３６条を第３７条とする。

第３５条第２項中「第３８条第１項」を「第３９条第１項」に

改め、同条を第３６条とする。

第３４条を第３５条とし、第３３条を第３４条とし、第３２条を第

３３条とし、第８章中第３１条を第３２条とする。

第３０条第１項中「短期大学等」を「短期大学」に改め、

同条第２項中「前項」を「前２項」に、「前条（第３５条第

３項」を「第２９条（第３６条第３項」に改め、「含む。）」

の下に「及び前条」を加え、同項を同条第３項とし、同条

第１項の次に次の１項を加える。

２ 学長は、教育上有益と認めるときは、学生が本学に入

学する前に行った前条第１項に規定する学修を本学にお

ける授業科目の履修により修得したものとみなすことが

できる。

第３０条を第３１条とし、第２９条の次に次の１条を加える。

（大学以外の教育施設等における学修）

第３０条 学長は、教育上有益と認めるときは、学生が行う

短期大学又は高等専門学校の専攻科における学修その他

文部科学大臣が別に定める学修を、本学における授業科

目の履修により修得したものとみなすことができる。

２ 前項の規定により与えることができる単位数は、前条

第１項の規定により本学において修得したものとみなす

単位数と合わせて６０単位を超えないものとする。

別表中「第３８条」を「第３９条」に改める。

附 則

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第３０号
結核予防法施行細則の一部を改正する規則を次のように定

める。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

結核予防法施行細則（昭和５６年愛媛県規則第２１号）の一部

を次のように改正する。

第２条を削る。

第３条の表１の項を削り、同表２の項右欄の項中「結核予

防法第２２条に基づく届出票（様式第２号）」を「結核患者届

出票（様式第１号）」に改め、同項を同表１の項とし、同表

３の項同欄中「結核予防法入・退院患者届出票（様式第３号

）」を「結核患者入院（退院）届出票（様式第２号）」に改

め、同項を同表２の項とし、同表４の項同欄中「様式第４号

」を「様式第３号」に改め、同項を同表３の項とし、同表５

の項同欄中「様式第５号」を「様式第４号」に改め、同項を

同表４の項とし、同表６の項同欄中「様式第６号」を「様式

第５号」に改め、同項を同表５の項とし、同表７の項同欄中

「様式第７号」を「様式第６号」に改め、同項を同表６の項

とし、同表８の項左欄の欄中「第２条の５」を「第２条の４

」に改め、同項右欄の欄中「様式第８号」を「様式第７号」

に改め、同項を同表７の項とし、同表９の項同欄中「様式第

９号」を「様式第８号」に改め、同項を同表８の項とし、同

条を第２条とする。

第４条の表１の項右欄の欄中「様式第１０号」を「様式第９

号」に改め、同表２の項同欄中「様式第１１号」を「様式第１０

号」に改め、同条を第３条とする。

第５条を第４条とし、第６条を第５条とする。

様式第１号及び様式第２号を次のように改める。
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様式第１号（第２条関係） 結核患者届出票

結 核 患 者 届 出 票

届出年月日 年 月 日

（ふりがな）

患 者 氏 名 男・女 病 名

生 年 月 日 年 月 日（ 歳） 発病年月日 年 月 日

患者の住所 初診年月日 年 月 日

電 話 番 号 － － 診断年月日 年 月 日

患者の職業

（勤務先）

医療機関名

管理者氏名

世帯主氏名

（続 柄）

所 在 地

電 話 番 号 － －

同 居 家 族 人（うち乳幼児 人） 医 師 氏 名

菌 検 査

検体の種類
かく たん

喀 痰 ・ 気管支洗浄液 ・ 胸 水 ・ その他（ ）

塗 抹 検 査 陽 性（ ＋ ・ ＋＋ ・ ＋＋＋ ）・ 陰 性 ・ 検査中 ・ 未実施

培 養 検 査 陽 性 ・ 陰 性 ・ 検査中 ・ 未実施

その他検査 検査方法（ ） 結果（ ）

入院・通院 通 院 ・ 入 院（入院年月日 年 月 日）

排菌の可能性 大いに有 ・ やや有 ・ 少し有 ・ 無

療 養 区 分 １ 就業（学）を休む必要がある。

２ 就業（学）を制限（短縮勤務、体育禁止等）する必要がある。

３ 就業（学）をほぼ平常に行つてよい。

４ 平常の生活でよい。

特記事項

注 １ 結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第２２条第１項の規定に基づき、医師は、診察の結果受
診者が結核患者であると診断したときは、２日以内に最寄りの保健所に届け出なければなり
ません。
２ 必要な箇所に記入し、又は○で囲んでください。
３ 特記事項には、担当医師からの指示、連絡事項、訪問時の留意事項等を記入してください。
４ 結核患者が入院したとき、又は入院している結核患者が退院したときは、結核予防法第２３
条第１項の規定に基づき、病院管理者からの届出が必要です。ただし、上記の「入院年月
日」欄に記入することにより、病院管理者からの入院の届出に代えることができます。

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３５７



様式第２号（第２条関係） 結核患者入院（退院）届出票

結核患者入院（退院）届出票

届出年月日 年 月 日

（ふりがな）

患 者 氏 名 男・女 病 名

生 年 月 日 年 月 日（ 歳） 患 者 区 分 一般患者 ・ 命令入所患者

患者の住所 入院年月日 年 月 日

電 話 番 号 － － 医療機関名

患者の職業

（勤務先）

管理者氏名

所 在 地

世帯主氏名

（続 柄）

電 話 番 号 － －

医 師 氏 名

備 考

※以下の項目は、退院時のみ記入してください。

退院年月日 年 月 日

退 院 先 自 宅 ・ 施 設（ ） ・ その他（ ）

退院時症状

活動性分類 活動性 ・ 不活動性

学 会 分 類 （ 年 月 日撮影 胸部Ｘ線写真）

指 導 区 分 要医療 ・ 要観察 ・ 観察不要

退院時菌検査（最終の検査）

塗 抹 検 査 陽 性（＋・＋＋・＋＋＋） ・ 陰 性 （ 年 月 日）

培 養 検 査 陽 性 ・ 陰 性 （ 年 月 日）

退 院 事 由 軽 快 ・ 自己退院 ・ 転 院（医療機関名 ）

死 亡（結核死 ・ 結核外死（ ））・その他（ ）

特記事項

注 １ 結核予防法（昭和２６年法律第９６号）第２３条第１項の規定に基づき、病院の管理者は、結核
患者が入院したとき、又は入院している結核患者が退院したときは、７日以内に最寄りの保
健所に届け出なければなりません。
２ 不要の文字は、抹消してください。
３ 必要な箇所に記入し、又は○で囲んでください。
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様式第３号を削る。

様式第４号中「第３条」を「第２条」に改め、「結核予防

法」の下に「（昭和２６年法律第９６号）」を加え、同様式を様

式第３号とする。

様式第５号中「第３条」を「第２条」に改め、同様式を様

式第４号とする。

様式第６号中「第３条」を「第２条」に改め、同様式を様

式第５号とする。

様式第７号中「第３条」を「第２条」に改め、同様式を様

式第６号とする。

様式第８号中「第３条」を「第２条」に改め、同様式を様

式第７号とする。

様式第９号中「第３条」を「第２条」に改め、同様式を様

式第８号とする。

様式第１０号中「第４条」を「第３条」に改め、同様式を様

式第９号とする。

様式第１１号中「第４条」を「第３条」に改め、「結核予防

法施行規則」の下に「（昭和２６年厚生省令第２６号）」を加え

、同様式を様式第１０号とする。

附 則

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第３１号
旅館業法施行細則の一部を改正する規則を次のように定め

る。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

旅館業法施行細則の一部を改正する規則

旅館業法施行細則（昭和３２年愛媛県規則第５０号）の一部を

次のように改正する。

様式第１０号２を同様式３とし、同様式１の次に次のように

加える。

２ 宿泊者が日本国内に住所を有しない外国人であるとき

は、その国籍及び旅券番号を住所欄に付記すること。

様式第１１号中「年令」を「年齢」に、

「 PRO

FES

SIO

N

職業

����

「 PRO NAT PASS

FES ION PORT

SIO ALI NUMB

N TY ER

職業 国籍 旅券番号

�������������

を に改める。

」 」

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の旅館業法施行細則様式第１０号及び様式第１１号に

規定する宿泊者名簿に記載すべき事項は、この規則の施行

の日前から引き続き宿泊している者については、なお従前

の例による。

３ この規則施行の際現にある改正前の旅館業法施行細則様

式第１０号及び様式第１１号の規定による宿泊者名簿の用紙は

、当分の間、これを訂正して使用することができる。

�������
�愛媛県規則第３２号
愛媛県産業情報センター運営規則の一部を改正する規則を

次のように定める。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県産業情報センター運営規則の一部を改正する規

則

第１条 愛媛県産業情報センター運営規則（平成９年愛媛県

規則第１０号）の一部を次のように改正する。

第２条第３号中「情報の加工及び編集並びに」を削る。

第６条第１項中「及び３の項」を削る。

第１１条第２項及び第３項を削る。

別表第１中２の項を削り、３の項を２の項とする。

別表第２データ処理室の項、マルチメディアソフト制作

体験室の項及びモニタリング室の項を削る。

様式第１号中

「 □データ処理室Ａ

□データ処理室Ｂ

□データ処理室Ｃ

□マルチメディアソフト制作体験室Ａ

□マルチメディアソフト制作体験室Ｂ

□マルチメディアソフト制作体験室Ｃ

□マルチメディアソフト制作体験室Ｄ

□マルチメディアソフト制作体験室Ｅ

□マルチメディアソフト制作体験室Ｆ

□モニタリング室 」

を削る。

「□インターネット通信施設 □

様式第４号中 □マルチメディアソフト制作体験室 □

□ネットワーク研修室 □

データ処理室 「□インターネット通信施設

モニタリング室 を □ネットワーク研修室 に改め

会議室 」 □会議室 」

る。

第２条 愛媛県産業情報センター運営規則の一部を次のよう

に改正する。

第２条第３号中「研修」の下に「及び創業」を加える。

第３条第１項ただし書並びに第４条第１項ただし書及び

第２項中「１の項」の下に「及び３の項」を加える。

第６条第１項中「２の項」の下に「及び３の項」を加え

、「使用日の６月前から３日前まで」を「次の各号に掲げ

る区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期間内」に改め

、同項に次の各号を加える。

� 別表第１ ２の項に掲げる施設 使用日の６月前か

ら３日前まで

� 別表第１ ３の項に掲げる施設 使用開始日の６月

前から１０日前まで

第１０条第２項中「前項」を「前２項」に改め、同項を同

条第３項とし、同条第１項中「センターを利用しよう」を

「別表第１ １の項及び２の項に掲げる施設を使用しよう

」に改め、同項を同条第２項とし、同項の前に次の１項を
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加える。

別表第１ ３の項に掲げる施設を使用しようとする者

は、あらかじめ、知事の登録を受けなければならない。

第１１条中「前条第１項」の下に「又は第２項」を加える

。

第１２条第１項中「第１０条第１項」の下に「又は第２項」

を加え、「愛媛県産業情報センター利用者登録申請書（様

式第４号）を」を「愛媛県産業情報センター使用登録申請

書（様式第４号）に、同条第１項の登録を受けようとする

者にあっては、連帯保証人の誓約書を添えて、」に改め、

同条第２項中「愛媛県産業情報センター利用者登録簿」を

「愛媛県産業情報センター使用登録簿」に改める。

第１５条中「別表第２」の下に「及び別表第３」を加える

。

別表第１中「第６条」の下に「、第１０条」を加え、同表

に次のように加える。

３
インキュベート・ルーム
指定駐車場

別表第２中

「
会議室

全体使用 １時間につき １，３００
２分の１使用 １時間につき ６５０ 」

を

「
会議室

全体使用 １時間につき １，３００

２分の１使用 １時間につき ６５０

インキュベート・ルー

ム

１平方メートル

１月につき
１，８３０

」

に改め、同表注１中「使用時間」の下に「又は使用期間」

を、「１時間未満」の下に「又は１月未満」を、「を１時

間」の下に「又は１月」を加え、同表注２中「使用時間」

の下に「又は使用期間」を、「１時間未満」の下に「又は

１月未満」を、「、１時間」の下に「又は１月」を加え、

同表注に次のように加える。

３ インキュベート・ルームの１月の使用料は、この

表の使用料に各部屋の面積を乗じた額とし、１０円未

満は、切り捨てる。

別表第２の次に次の１表を加える。

別表第３（第１５条関係） 駐車場の使用料

（単位 円）

区分 単位 使用料

指定駐車場
１台
１月につき

３，０５０

注１ 使用期間に１月未満の端数があるときは、その端

数を１月として計算する。

２ 使用期間が１月未満のときは、１月として計算す

る。

様式第１号中

「 □会議室
�
�
��

□全体使用 �
�
��□２分の１使用（□Ａ □Ｂ） 」

を

「

□インキュベート・ルーム
（面積 �）

□指定駐車場
（台数 台） 」

に改める。

様式第２号中「使用施設」の下に「（面積、台数等）」

を加える。

様式第４号中「愛媛県産業情報センター利用者登録申請

「

書」を「愛媛県産業情報センター使用登録申請書」に、

□インターネット通信施設 「□インターネット通信施

□ネットワーク研修室 を □ネットワーク研修室

□会議室 」 □会議室

設 □インキュベート・ルーム

□指定駐車場 に改め、

」

「 ※希望するアカウント 」

を

「 ※希望するアカウント

連 帯 保 証 人

住 所 ・ 氏 名 」

に改め、同様式注意を同様式注意１とし、同様式注意に次

のように加える。

２ インキュベート・ルーム又は指定駐車場の使用

を希望する場合は、連帯保証人の誓約書を添付し

てください。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成１７年４月１日から施行する。ただし、

第２条の規定は、同年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に第１条の規定による改正前の愛媛

県産業情報センター運営規則様式第１号及び様式第４号の

規定により提出された申請書は、同条の規定による改正後

の愛媛県産業情報センター運営規則様式第１号及び様式第

４号の規定により提出された申請書とみなす。

３ 第２条の規定の施行の際現に同条の規定による改正前の

愛媛県産業情報センター運営規則様式第１号、様式第２号

及び様式第４号の規定により提出され、又は交付している

書類は、同条の規定による改正後の愛媛県産業情報センタ

ー運営規則様式第１号、様式第２号及び様式第４号の規定

により提出され、又は交付した書類とみなす。

�������
�愛媛県規則第３３号
愛媛県林業改良指導員資格試験条例施行規則及び愛媛県改

良普及員資格試験条例施行規則を廃止する規則を次のように

定める。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県林業改良指導員資格試験条例施行規則及び愛媛

県改良普及員資格試験条例施行規則を廃止する規則

次に掲げる規則は、廃止する。

□会議室
�
�
��

□全体使用 �
�
��□２分の１使用（□Ａ □Ｂ）

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号
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� 愛媛県林業改良指導員資格試験条例施行規則（昭和３３年

愛媛県規則第３４号）

� 愛媛県改良普及員資格試験条例施行規則（昭和３８年愛媛

県規則第５９号）

附 則

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県規則第３４号
土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関

する法律施行細則を次のように定める。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進

に関する法律施行細則

（趣旨）

第１条 この規則は、土砂災害警戒区域等における土砂災害

防止対策の推進に関する法律施行令（平成１３年政令第８４号

）及び土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推

進に関する法律施行規則（平成１３年国土交通省令第７１号。

以下「省令」という。）に定めるもののほか、土砂災害警

戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（

平成１２年法律第５７号。以下「法」という。）の施行に関し

必要な事項を定めるものとする。

（身分証明書）

第２条 法第５条第５項（法第２１条第２項において準用する

場合を含む。）の身分を示す証明書は、身分証明書（様式

第１号）によるものとする。

（特定開発行為許可標識の設置）

第３条 法第９条第１項の許可を受けた者（以下「許可を受

けた者」という。）は、当該許可に係る対策工事等（法第

１１条に規定する対策工事等をいう。以下同じ。）の期間中

、当該特定開発行為をする土地の区域（以下「開発区域」

という。）内の見やすい場所に、特定開発行為許可標識（

様式第２号）を設置しなければならない。

（特定開発行為の変更の許可の申請）

第４条 法第１６条第２項の申請書は、特定開発行為変更許可

申請書（様式第３号）によるものとする。

２ 特定開発行為変更許可申請書には、次に掲げる書類を添

付しなければならない。ただし、既に提出されている当該

書類の内容に変更がないときは、その旨を当該特定開発行

為変更許可申請書に記載して、当該書類の添付を省略する

ことができる。

� 省令第７条第２項の計画説明書及び計画図

� 省令第７条第５項の構造計算書

� 省令第９条第１項の開発区域位置図及び開発区域区域

図

（変更の届出）

第５条 法第１６条第３項の届出は、軽微変更等届出書（様式

第４号）によるものとする。

２ 許可を受けた者は、氏名又は住所（法人にあっては、そ

の名称、代表者の氏名又は主たる事務所の所在地）を変更

したときは、１４日以内に、住所氏名等変更届出書（様式第

５号）にその事実を証する書類を添付して、知事に届け出

なければならない。

（許可に基づく地位の承継）

第６条 許可を受けた者について相続、合併又は分割（当該

許可に係る特定開発行為（法第９条第１項に規定する特定

開発行為をいう。以下同じ。）を承継させるものに限る。

）があったときは、その相続人（相続人が２人以上ある場

合において、その全員の同意により承継すべき相続人を選

定したときは、その者）、合併後存続する法人若しくは合

併により設立した法人又は分割により当該許可に係る特定

開発行為を承継した法人は、当該許可を受けた者の地位を

承継する。

２ 前項の規定により許可を受けた者の地位を承継した者は

、当該地位の承継があった日から１４日以内に、特定開発行

為地位承継届出書（様式第６号）に地位を承継した事実を

証する書類を添付して、知事に届け出なければならない。

（書類の経由等）

第７条 法、省令又はこの規則の規定により知事に提出する

書類は、正本１通及びその写し２通とし、当該開発区域を

所管する地方局長（当該開発区域を所管する地方局が２以

上ある場合は、いずれかの地方局長）を経由しなければな

らない。ただし、法、省令又はこの規則の規定による知事

の権限を地方局長に委任した場合にあっては、提出する書

類は、正本１通及びその写し１通で足りる。

２ 開発区域が２以上の市町にまたがるときは、前項本文の

写しの部数は当該市町の数に１を加えた数と、同項ただし

書の写しの部数は当該市町の数とする。

（補則）

第８条 この規則に定めるもののほか、法の施行に関し必要

な事項は、知事が定める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３６１



様式第１号（第２条関係） 身分証明書

（表）

第 号

身 分 証 明 書

所 属

職 名

氏 名

生年月日

上記の者は、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関す

る法律（平成１２年法律第５７号）第５条第１項の規定により他人の占有する土

地に立ち入り、及び同法第２１条第１項の規定により立入検査をすることがで

きる者であることを証明する。

年 月 日

愛媛県知事 �

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号
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（裏）

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（抜粋）
（基礎調査のための土地の立入り等）

第５条 都道府県知事又はその命じた者若しくは委任した者は、基礎調査のため
にやむを得ない必要があるときは、その必要な限度において、他人の占有する
土地に立ち入り、又は特別の用途のない他人の土地を作業場として一時使用す
ることができる。

２ 前項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとする者は、あらかじめ
、その旨を当該土地の占有者に通知しなければならない。ただし、あらかじめ
通知することが困難であるときは、この限りでない。

３ 第１項の規定により宅地又は垣、さく等で囲まれた他人の占有する土地に立
ち入ろうとする場合においては、その立ち入ろうとする者は、立入りの際、あ
らかじめ、その旨を当該土地の占有者に告げなければならない。

４ 日出前及び日没後においては、土地の占有者の承諾があった場合を除き、前
項に規定する土地に立ち入ってはならない。

５ 第１項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとする者は、その身分
を示す証明書を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければ
ならない。

６ 省略
７ 土地の占有者又は所有者は、正当な理由がない限り、第１項に規定する立入
り又は一時使用を拒み、又は妨げてはならない。

８～１０ 省略
（立入検査）

第２１条 都道府県知事又はその命じた者若しくは委任した者は、第９条第１項、
第１６条第１項、第１７条第２項、第１８条又は前条第１項の規定による権限を行う
ため必要がある場合においては、当該土地に立ち入り、当該土地又は当該土地
において行われている対策工事等の状況を検査することができる。

２ 第５条第５項の規定は、前項の場合について準用する。
３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと
解してはならない。

第６章 罰則
第３０条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は３０万円以下の罰
金に処する。
� 第５条第７項の規定に違反して、土地の立入り又は一時使用を拒み、又は妨
げた者

� 第２１条第１項の規定による立入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者
第３２条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、そ
の法人又は人の業務又は財産に関し、前３条の違反行為をしたときは、行為者を
罰するほか、その法人又は人に対しても各本条の罰金刑を科する。

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３６３



６０センチメートル 

５０
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
 

１３０
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
 

特定開発行為許可標識 

許 可 年 月 日 及 び  

許 　 可 　 番 　 号  

１  

開 発 区 域 の 面 積  ２  

許 　 可 　 期 　 間  ６  

行為許可を受けた者 ７  

対 策 工 事 の 概 要  ４  

特定予定建築物の用途 ３  

対策工事以外の特定開発 

行為に関する工事の概要 

５  

　　　年　　　月　　　日 

愛媛県指令　第　　　　号 

年　　月　　日から 

年　　月　　日まで 

住所又は所在地 
ふりがな 
氏名又は名称及び代表者名 

様式第２号（第３条関係） 特定開発行為許可標識

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３６４



様式第３号（第４条関係） 特定開発行為変更許可申請書

特定開発行為変更許可申請書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

申請者
ふりがな

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）印

許 可 年 月 日
及 び 番 号

年 月 日愛媛県指令 第 号

変
更
の
内
容

区分
内容

変更前 変更後

特定予定建築物
の用途

特定予定建築物
の敷地の位置

対策工事の概要

対策工事以外の
特定開発行為に
関する工事の概
要

変 更 の 理 由

注１ 申請者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名することができる。

２ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、既に提出されている当該書類の内容

に変更がないときは、その旨をこの申請書に記載して、当該書類の添付を省略す

ることができる。

� 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行規則

（平成１３年国土交通省令第７１号。以下「省令」という。）第７条第２項の計画

説明書及び計画図

� 省令第７条第５項の構造計算書

� 省令第９条第１項の開発区域位置図及び開発区域区域図

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３６５



様式第４号（第５条関係） 軽微変更等届出書

軽微変更等届出書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

届出者
ふりがな

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

許 可 年 月 日
及 び 番 号

年 月 日愛媛県指令 第 号

変
更
の
内
容

区分
内容

変更前 変更後

予定建築物の用
途

対策工事等着手
予定年月日

対策工事等完了
予定年月日

変 更 年 月 日 年 月 日

変 更 の 理 由

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３６６



様式第５号（第５条関係） 住所氏名等変更届出書

住所氏名等変更届出書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

届出者
ふりがな

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

許 可 年 月 日
及 び 番 号

年 月 日愛媛県指令 第 号

変更
内容

変 更 前

変 更 後

変 更 年 月 日

そ の 他 の 事 項

注１ 氏名の変更の場合にあっては、戸籍抄本を添付すること。

２ 届出者が法人の場合であって、その主たる事務所の所在地、名称又は代表者の

氏名に変更があったときは、登記事項証明書を添付すること。

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３６７



様式第６号（第６条関係） 特定開発行為地位承継届出書

特定開発行為地位承継届出書
年 月 日

愛媛県知事 殿

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
届出者

ふりがな

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）印

許 可 年 月 日
及 び 番 号

年 月 日愛媛県指令 第 号

被承継者の住所及び氏
名

承 継 の 年 月 日 年 月 日

承 継 の 理 由

注１ 届出者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名することができる。

２ 地位を承継した事実を証する書類を添付すること。

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３６８



告 示

��������������

�愛媛県告示第７１３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８８条の規定により

、次のとおり一部事務組合の解散の届出があった。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 組合の名称

八幡浜市保内町共立青石中学校組合

２ 組合の事務所の位置

八幡浜市北浜一丁目１番１号

３ 組合の解散年月日

平成１７年３月２７日

�������
�愛媛県告示第７１４号
八幡浜市及び西宇和郡保内町を廃し、その区域をもって八

幡浜市を設置した後の八幡浜市及び西宇和郡の人口は、次の

とおりである。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

八幡浜市 ４４，２０６人

西宇和郡 １３，５３６人

�������
�愛媛県告示第７１５号
騒音環境基準地域の類型の指定（平成１１年３月愛媛県告示

第３８０号）の一部を次のように改正する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

松山市に係る関係図面を次のように改める。

（「次のように」は、省略し、改正後の関係図面は、愛媛

県庁及び松山市役所に備えて一般の縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第７１６号
結核予防事業費補助金交付規程（昭和４３年６月愛媛県告示

第５９３号）の一部を次のように改正し、平成１７年４月１日か

ら施行し、平成１７年度分の補助金から適用する。

様式第１号別紙２中

「 精

密

検

査

保 健 所
通 常 検 査

直 撮 省 略

通 常 検 査

医 療 機 関 直 撮 の み

直 撮 省 略

計

事

後

措

置

保 健 所
通 常 検 査

直 撮 省 略

通 常 検 査

医 療 機 関 直 撮 の み

直 撮 省 略

計

及

」

び

「 精密 検 査 通 知 書 」を削る。

様式第２号中

「 間 接 撮 影

精密検査・事後措置

計

を

」

「 間 接 撮 影 」に改め

、

「 精密検査通知書 」を削る。

様式第５号別紙２中

「 精

密

検

査

保 健 所
通 常 検 査

直 撮 省 略

通 常 検 査

医 療 機 関 直 撮 の み

直 撮 省 略

計

事

後

措

置

保 健 所
通 常 検 査

直 撮 省 略

通 常 検 査

医 療 機 関 直 撮 の み

直 撮 省 略

計

及

」

び

「 精密 検 査 通 知 書 」を削る。

�愛媛県告示第７１７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０４６０５ アトムタクシー有限会
社

愛媛県松山市朝生田町
四丁目５番５２号 訪問介護 ヘルパーステーション

アトム
愛媛県松山市朝生田町
四丁目５番５２号 平成１７年２月１日

３８７０３００７２４ 介護サービスあすなろ
有限会社

愛媛県宇和島市本町追
手二丁目１番４１号 訪問介護

介護サービスあすなろ
有限会社ヘルパーステ
ーション

愛媛県宇和島市本町追
手二丁目１番４１号 平成１７年２月２日

３８７３５００７５９ 有限会社元気 愛媛県伊予郡松前町上
高柳５７５番地３ 通所介護 デイサービス「元気」 愛媛県伊予郡松前町上

高柳５７５番地３ 平成１７年２月３日

３８７０５０１３３９ 有限会社ひまわりの郷 愛媛県新居浜市大生院
１５４－３ 訪問介護 訪問介護事業所まごご

ろケア―
愛媛県新居浜市大生院
１５４－３ 平成１７年２月３日

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３６９
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�愛媛県告示第７１８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７１９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４８条第１項第３号の規定により、次のとおり指定介護療養型医療施設を指定した。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７２０号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７２１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

３８７１３００１７８ 有限会社大正リメイク
工事

愛媛県新居浜市本郷一
丁目５－３７ 訪問介護 訪問介護サービス・ス

マイル
愛媛県四国中央市土居
町土居１１０５－１ 平成１７年２月１６日

３８７１３００１８６ 有限会社大正リメイク
工事

愛媛県新居浜市本郷一
丁目５－３７ 通所介護 デイサービスセンター

・スマイル
愛媛県四国中央市土居
町土居１１０５－１ 平成１７年２月１６日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０５０１３４７ 有限会社ひまわりの郷 愛媛県新居浜市大生院
１５４－３ 居宅介護支援 指定居宅介護支援事業

所まごごろケア―
愛媛県新居浜市大生院
１５４－３ 平成１７年２月３日

３８７１３００１９４ 有限会社大正リメイク
工事

愛媛県新居浜市本郷一
丁目５－３７ 居宅介護支援 居宅介護支援事業所・

スマイル
愛媛県四国中央市土居
町土居１１０５－１ 平成１７年２月１６日

介 護 保 険
事業者番号

指 定 介 護 療 養 型
医療施設の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 介 護 療 養 型 医 療 施 設

指定年月日
名 称 所 在 地

３８１０１１３１９５ 医療法人社団大寿会 愛媛県松山市天山一丁
目１２番５号

介護療養型医療
施設

医療法人社団大寿会大
野クリニック

愛媛県松山市天山一丁
目１２番５号 平成１７年２月２２日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８６１１９０８５２ 株式会社ライフネット 愛媛県松山市北条辻７７
１番地４ 訪問看護 訪問看護ステーショ

ンほうじょう
愛媛県北条市辻７７
１番地４

愛媛県松山市北条
辻７７１番地４

平成１７年
１月１日

３８７１１００２１４ 株式会社ライフネット 愛媛県松山市北条辻７７
１番地４ 通所介護 デイサービスほうじ

ょう
愛媛県北条市辻７７
１番地４

愛媛県松山市北条
辻７７１番地４

平成１７年
１月１日

３８７１１００２４８ 株式会社ライフネット 愛媛県松山市北条辻７７
１番地４

福祉用具
貸与

ライフネット福祉用
具貸与事業所

愛媛県北条市辻７７
１番地４

愛媛県松山市北条
辻７７１番地４

平成１７年
１月１日

３８７１１００３０５ 株式会社ライフネット 愛媛県松山市北条辻７７
１番地４ 訪問介護 ライフネット訪問介

護事業所
愛媛県北条市辻７７
１番地４

愛媛県松山市北条
辻７７１番地４

平成１７年
１月１日

３８７０３００２６０ 四国医療サービス株式
会社

高知県高知市南竹島町
３５

福祉用具
貸与

四国医療サービス株
式会社宇和島営業所

愛媛県宇和島市川
内１０７７

愛媛県宇和島市高
串３番耕地５９番４

平成１７年
１月１５日

３８７１０００３９８ 株式会社コムスン 東京都港区六本木六丁
目１０番１号 訪問介護 株式会社コムスン中

予ケアセンター
愛媛県伊予市米湊
９７５－１亀井店舗
１階

愛媛県伊予市米湊
９７５－４亀井店舗
１階南側

平成１７年
２月１日

３８７０１０３５８１ 株式会社よんでんライ
フケア 松山市紅葉町２番２７号

特定施設
入所者生
活介護

アミーユよんでん道
後

松山市紅葉町甲７９
４番地１

松山市紅葉町２番
２７号

平成１７年
２月２３日

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３７０
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�愛媛県告示第７２５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、土居町蕪崎土地改良区から許可申請のあった新たな

土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

泡井地区）の施行を平成１７年３月１１日認可した。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第７２６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７２２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事

業を廃止した旨の届出があった。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７２３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事

業を廃止した旨の届出があった。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７２４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１３条の規定により、次のとおり指定介護療養型医療施設の指定の辞退があった。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８７１１００２２２ 株式会社ライフネット 愛媛県松山市北条辻７７
１番地４

居宅介護
支援

ライフネット居宅介
護支援事業所

愛媛県北条市辻７７
１番地４

愛媛県松山市北条
辻７７１番地４

平成１７年
１月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７３９０００７４ 社会福祉法人広見町社
会福祉協議会

愛媛県北宇和郡広見町
近永７８２ 訪問介護 社会福祉法人広見町社

会福祉協議会
愛媛県北宇和郡広見町
近永７８２ 平成１６年１２月３１日

３８７３９０００７４ 社会福祉法人広見町社
会福祉協議会

愛媛県北宇和郡広見町
近永７８２ 訪問入浴介護 社会福祉法人広見町社

会福祉協議会
愛媛県北宇和郡広見町
近永７８２ 平成１６年１２月３１日

３８７３９０００７４ 社会福祉法人広見町社
会福祉協議会

愛媛県北宇和郡広見町
近永７８２ 通所介護 社会福祉法人広見町社

会福祉協議会
愛媛県北宇和郡広見町
近永７８２ 平成１６年１２月３１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅介護支援事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７３９０００７４ 社会福祉法人広見町社
会福祉協議会

愛媛県北宇和郡広見町
近永７８２ 居宅介護支援 社会福祉法人広見町社

会福祉協議会
愛媛県北宇和郡広見町
近永７８２ 平成１６年１２月３１日

３８７３９０００８２ 日吉村 愛媛県北宇和郡日吉村
下鍵山４６３ 居宅介護支援 日吉村在宅介護支援セ

ンター
愛媛県北宇和郡日吉村
下鍵山２９９ 平成１６年１２月３１日

３８７３２００２６９ 大三島町 愛媛県越智郡大三島町
宮浦５７０８ 居宅介護支援

指定居宅介護支援事業
所大三島町在宅介護支
援センター

愛媛県越智郡大三島町
野々江２４３５－２ 平成１７年１月１５日

介 護 保 険
事業者番号

指 定 介 護 療 養 型
医療施設の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
辞退に係る指定介護療養型医療施設

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１０１２９３９９ 医療法人社団大寿会 愛媛県松山市天山１－
１２－５

介護療養型医療
施設

医療法人社団大寿会大
野病院

愛媛県松山市天山１－
１２－５ 平成１７年１月３１日

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３７１



により、土居町北野土地改良区から許可申請のあった新たな

土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

山下地区）の施行を平成１７年３月１１日認可した。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第７２７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定

により、松山市水泥町地域に係る県営土地改良事業計画を定

めたので、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改

良事業計画書の写しを縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・水泥新池地区）

計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１７年３月３０日から４月２６日まで

３ 縦覧場所

松山市役所

�������
�愛媛県告示第７２８号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示す

る。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林予定森林の所在場所

上浮穴郡久万高原町東明神甲７３の１、甲７４、乙２７の１

、乙２８、乙２９、乙３１から乙３４まで、乙３７の１、乙３７の４

、乙３７の５、乙４０の１、乙４０の２、乙４２から乙４４まで、

乙４９の１、乙４９の２、乙５４、乙５６から乙５８まで、乙６１か

ら乙７０まで、乙７１の１、乙７４、乙７７、乙８１、乙８７、乙８８

、乙８９の１、乙９０の１、乙９２の２３、乙９７、乙９８の１、乙

９８の２、乙９９の１、乙１０１から乙１０３まで、乙１０４の１

、乙１０４の２、乙１０６の１、乙１０６の２、乙１０７、乙１

０８、乙１０９の１、乙１１２の２、乙１１５、乙１１７の１、乙

１１８の１、乙１１８の４、乙１２４、乙１２５の１、乙１２５の

２、乙１２６の１、乙１２６の３、乙１２６の５、乙１２７の１

から乙１２７の３まで、乙１２８、乙１２９の１、乙１２９の２

、乙１２９の４、乙１２９の５、乙１３０から乙１３３まで、乙

１６９の２、乙１６９の１６、乙１６９の１８から乙１６９の２５まで

、乙１６９の２７、乙１６９の５０、乙１７０、乙１７２、乙１７３、

乙１７４の１、乙１７４の２、乙１７５、乙１７６の１、乙１７７

の１、乙１７７の２、乙１９４の１、乙１９４の２、乙１９５、

乙１９６の１、乙１９６の３、乙１９７の１、乙１９９、乙２００

の１、乙２０１の１から乙２０１の６まで、乙２０３の３から

乙２０３の５まで、乙２０３の７、乙２０４の１５、乙２０６の４

、乙２０８、乙２０９の６、乙２０９の７、乙２１６、乙２１７の

２

� 指定の目的

水源のかん養

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所

上浮穴郡久万高原町久万９３２の１から９３２の７まで、

９３２の１２から９３２の１７まで、９３２の３３、９３２の３４、９３２

の３６から９３２の３８、９３２の４３、９３３、１０７５の１、１１０１、

１１０３から１１０６まで、１１０７の１、１１０７の２、１１０８、１１３６、

１１３８、１１４７、１１４８の１、１１４８の２、１５５３の１、１５６６、１５

６７、１５７１、１５７２、１５７５

� 指定の目的

水源のかん養

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

３� 保安林予定森林の所在場所

北宇和郡津島町大字槇川２２０

� 指定の目的

水源のかん養

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

４� 保安林予定森林の所在場所

上浮穴郡久万高原町露峰乙１３９５の１、乙１３９６、乙１３９７

、乙１４００の２

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐に係る伐採種は、定めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３７２
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次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及

び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第７２９号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示す

る。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１� 保安林予定森林の所在場所

大洲市河辺町三嶋６１、６８、６９の１、８８の１、８９

� 指定の目的

土砂の流出の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 次の森林については、主伐は、択伐による。

三嶋６１・６８・６９の１・８８の１・８９（以上５筆につ

いて次の図に示す部分に限る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定

めない。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所

大洲市菅田町大竹字野地ヶ平乙９０、乙９２、乙９７、乙９８

の１、乙９８の２、乙９９から乙１０２まで

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

３� 保安林予定森林の所在場所

大洲市多田乙４２１、乙４３０、乙４３１の１

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

４� 保安林予定森林の所在場所

大洲市河辺町北平２６６４、２７６２、２７７０、２７７３

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

５� 保安林予定森林の所在場所

喜多郡内子町北表甲８６８の１、甲８６９の１

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

６� 保安林予定森林の所在場所

喜多郡内子町石畳２５７８、２５７９、２５８０

� 指定の目的

土砂の崩壊の防備

� 指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

� 主伐は、択伐による。

� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該

立木の所在する市町に係る市町村森林整備計画で定

める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及

び関係書類を愛媛県庁並びに大洲市役所及び内子町役場に備

え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第７３０号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成１７年３月２９日

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３７３
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�愛媛県告示第７３１号
愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛媛県告

示第６０７号）の一部を次のように改正し、平成１７年４月１日

から施行する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第２条中「工事をいう」の下に「。以下同じ」を、「され

た者」の下に「（以下「有資格業者」という。）」を加える

。

第５条中「組織変更、企業の合併等によりその企業」を「

組織変更等によりその有資格業者」に改め、「者は」の下に

「、次項に規定する場合を除き」を加え、「引き継ぎの原因

となる事実」を「、当該引継ぎ」に改め、同条に次の３項を

加える。

２ 有資格業者は、次の各号のいずれかに該当する事実が発

生した場合において、当該格付けに係る建設工事の営業を

引き続き行うときは、当該事実の発生した日から３０日以内

に、合併等に関する届出書（様式第４号）を知事に提出し

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１４）第６７８３号 平成１４年
７月４日 �東予緑地 長谷部洋子 西条市楠甲７９４－２ 平成１７年

２月４日 造園工事業 建設業の廃止

（般－１３）第９４１７号 平成１４年
３月２２日 福井塗装 福井 積 伊予郡双海町大字上灘

甲５８４４－２
平成１７年
２月７日 塗装工事業 建設業の廃止

（般－１４）第６７１５号 平成１４年
５月１７日 弓達工務店 弓達 忠男 松山市美沢２－１－６ 平成１７年

２月１４日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１４）第１１７３２号 平成１４年
９月３０日 南工業 山田 喜春 南宇和郡愛南町御荘平

城５５５２
平成１７年
２月１４日 鋼構造物工事業 建設業の廃止

（法人成り）

（特－１２）第６０２８号 平成１３年
３月１１日 �清家商事 清家 健介 松山市平和通４－３－

９
平成１７年
２月１５日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１４）第９４３８号 平成１４年
５月９日 ユタカ技建� 渡邊美喜子 新居浜市若水町１－２

－３０
平成１７年
２月１６日 建築工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－１３）第４３２０号 平成１３年
１１月２８日 矢野建築 矢野 和義 今治市宮窪町友浦１７２８ 平成１７年２月１７日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１２）第１２０９２号 平成１２年
１０月２１日 宮�総合設備 宮� 正明 松山市太山寺町１５３６－

３
平成１７年
２月１８日 管工事業 建設業の廃止

（般－１２）第１２２１２号 平成１３年
３月１７日

�木村建築材卸センタ
ー 木下 幸雄 松山市東石井町４９３－

７
平成１７年
２月１８日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１３）第１２２２９号 平成１３年
３月３１日 大栄電業社 菅 譲二 松山市古川南２－６－

８
平成１７年
２月１８日 電気工事業 建設業の廃止

（般－１２）第１４６４６号 平成１２年
１０月１８日 坂和田� 坂和 勝紀 松山市小坂３－４－５ 平成１７年

２月２１日

建築工事業
大工工事業
屋根工事業
内装仕上工事業
建具工事業

建設業の廃止

（般－１３）第６１７９号 平成１３年
５月３１日 松本工務店 松本 剛研 松山市福音寺１０１ 平成１７年

２月２３日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１５）第１５３０７号 平成１５年
５月１９日 ワールド技建 峯本 忠明 東温市則之内乙１２４３－

３
平成１７年
２月２３日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１２）第７３４５号 平成１２年
１０月１７日 �都クリーン 渡部 勇 松山市小坂５－１４－１６ 平成１７年２月２４日 管工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－１３）第４２６６号 平成１３年
１０月２８日 石井建築 石井 義光 四国中央市中曽根町１１

４０－２
平成１７年
２月２５日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１２）第６０１５号 平成１３年
３月２０日 大野電気 大野 弘幸 西宇和郡瀬戸町三机乙

４３６４－４５
平成１７年
２月２５日 電気工事業 建設業の廃止

（般－１１）第７０５９号 平成１２年
２月２８日 新津建工� 水沼 論 宇和島市丸ノ内５－４

－７
平成１７年
２月２８日 とび・土工工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－１３）第１３５９５号 平成１３年
１２月４日

�ユタカインダストリ
ー 豊島 邦彦 松山市三番町２－１－

１０
平成１７年
２月２８日

電気工事業
機械器具設置工事業 建設業の廃止

（般－１４）第１５１９６号 平成１４年
１１月２９日 積和建設愛媛東� 加藤 精一 新居浜市東雲町１－１

－７
平成１７年
２月２３日

土木工事業
建築工事業
造園工事業

建設業の廃止

（般－１４）第１５０７４号 平成１４年
７月１８日 �桝上組 桝上 晃 大洲市平野町野田１２８８ 平成１７年２月２８日 大工工事業 建設業の廃止

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３７４



なければならない。

� 合併

� 分割又は他の法人の分割による営業の全部若しくは一

部の承継

� 営業の一部の譲渡又は他の法人の営業の全部若しくは

一部の譲受け

� 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第３３条第１項の

規定に基づく再生手続開始の決定

� 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第４１条第１項の

規定に基づく更生手続開始の決定

３ 第４条第２項の規定は、前項の届出について準用する。

４ 知事は、第２項の規定による届出に基づいて審査を行い

、当該届出をした有資格業者の格付けを変更する必要があ

ると認めるときは、当該格付けを変更するものとする。

第７条第１項中「第３条に規定する格付け業者」を「有資

格業者」に、「行なう」を「行う」に改める。

様式第３号の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３７５



様式第４号（第５条関係） 合併等に関する届出書

合併等に関する届出書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住 所

商号又は名称
代表者氏名 �

届 出 に 係 る 事 実
（該当する番号を○で囲むこと。）

１ 合併
２ 分割
３ 他の法人の分割による営業の全部又は一部の承継
４ 営業の一部の譲渡
５ 他の法人の営業の全部又は一部の譲受け
６ 民事再生法に基づく再生手続開始の決定
７ 会社更生法に基づく更生手続開始の決定

届出に係る事実の具体的内容

合併、分割、営業譲渡等
の日又は再生手続開始の
決定若しくは更生手続開
始の決定があつた日

年 月 日

そ の 他

注 用紙寸法は、日本工業規格Ａ４とすること。

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３７６



�愛媛県告示第７３２号
河川区域の廃止により廃川敷地等が生じたので、河川法施

行令（昭和４０年政令第１４号）第４９条の規定により、次のとお

り公示する。

その関係図面は、愛媛県庁及び愛媛県西条地方局四国中央

土木事務所に備え置いて縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 河川の名称

二級河川金生川水系横川川

２ 廃川敷地等が生じた年月日

平成１７年３月２９日

３ 廃川敷地等の位置

四国中央市金田町半田字樋ノ口丙４４４番１地先から丙４

３９番１地先まで及び同市金田町半田字樋ノ口丙４４１番６地

先から丙４４１番１地先まで

四国中央市金田町半田字樋ノ口丙４３８番１６地先

四国中央市金田町半田字樋ノ口丙４３９番１地先から川滝

町領家字貳反田１４３６番２地先まで及び同市川滝町領家字瓢

�地１３６８番５地先から字氷継１３７０番２地先まで
４ 廃川敷地等の種類及び数量

土地（河川管理施設を含む。） １，６８９．２９平方メートル

�������
�愛媛県告示第７３３号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、今治市役所にお

いて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧するこ

とができる。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 知事 加戸守行

松山市北持田町１２２番地

２ 埋立区域

� 位置

今治市伯方町木浦甲３９５０番２から同甲３９４０番５までの

地先公有水面

� 区域

次の�の地点から�の地点までを順次直線で結んだ線
並びに�の地点と�の地点を結ぶ春分及び秋分の満潮位
（Ｔ．Ｐ．＋１．８３メートル）における公有水面と陸地と

の境界線により囲まれた区域

基点（今治市伯方町木浦甲４５１４番２４に設置された永久

境界標）は、北緯３４度１２分４７秒、東経１３３度０６分４０秒の

地点

�の地点は、基点から真北２０５度４８分２６秒１０．１８メー
トルの地点

�の地点は、�の地点から真北１０５度５６分１２秒２１．５０

メートルの地点

�の地点は、�の地点から真北１０５度０２分３１秒３．５１メ
ートルの地点

�の地点は、�の地点から真北１０４度５６分１９秒７．６２メ
ートルの地点

�の地点は、�の地点から真北１０１度５９分５５秒６．０９メ
ートルの地点

�の地点は、�の地点から真北９８度１７分３４秒１２．００メ
ートルの地点

	の地点は、�の地点から真北９３度５３分２４秒８．３３メー
トルの地点


の地点は、	の地点から真北８９度３５分１５秒８．８９メー
トルの地点

�の地点は、
の地点から真北８７度１８分１２秒１１．９０メ
ートルの地点

�の地点は、�の地点から真北８５度３６分１７秒５５．１０メ
ートルの地点

の地点は、�の地点から真北８５度０８分０９秒１４．９１メ
ートルの地点

�の地点は、の地点から真北８４度３０分１０秒１５．０９メ
ートルの地点

�の地点は、�の地点から真北８４度０７分１４秒８．５０メー
トルの地点

�の地点は、�の地点から真北８２度１１分３３秒１１．１０メ
ートルの地点

�の地点は、�の地点から真北８２度０１分３１秒８．２５メー
トルの地点

�の地点は、�の地点から真北８１度１０分１７秒１７．９８メ
ートルの地点

�の地点は、�の地点から真北１７３度２２分５３秒３．８９メ
ートルの地点

� 面積

８１７．２８平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

昭和６０年１月２５日 愛媛県指令５９河第９７９号

４ しゅん功認可年月日

平成１７年３月２９日

�������
�愛媛県告示第７３４号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、今治市役所にお

いて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧するこ

とができる。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 知事 加戸守行

松山市北持田町１２２番地

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３７７
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２ 埋立区域

� 位置

今治市関前岡村甲２６２７番１１から同甲２６２４番までの地先

公有水面

� 区域

次の�の地点から�の地点までを順次直線で結んだ線
並びに�の地点と�の地点を結ぶ春分及び秋分の満潮位
（Ｔ．Ｐ．＋１．８３メートル）における公有水面と陸地と

の境界線により囲まれた区域

基点（三等三角点 岡村島）は、北緯３４度１１分２３．０１

７７秒、東経１３２度５３分２０．２３８３秒の地点

�の地点は、基点から真北１９２度３８分５５秒６６１．５２メー
トルの地点

�の地点は、�の地点から真北４４度０７分１９秒６．５９メー
トルの地点

�の地点は、�の地点から真北３８度２４分３５秒４．０７メー
トルの地点

�の地点は、�の地点から真北３１度５４分３７秒３．５８メー
トルの地点

�の地点は、�の地点から真北２７度４５分１０秒５．０７メー
トルの地点

�の地点は、�の地点から真北１３度１７分４４秒６．１５メー
トルの地点

�の地点は、�の地点から真北０度５５分３８秒４．５７メー
トルの地点

	の地点は、�の地点から真北３５７度２８分０４秒１６．５０
メートルの地点


の地点は、	の地点から真北１度１６分１６秒１．３９メー
トルの地点

�の地点は、
の地点から真北８８度５４分０６秒０．９９メー
トルの地点

�の地点は、�の地点から真北２度１３分４１秒３．１８メー
トルの地点

の地点は、�の地点から真北２度０９分５２秒０．６３メー
トルの地点

�の地点は、の地点から真北２７０度０６分４６秒１．０１メ
ートルの地点

�の地点は、�の地点から真北２度３３分５１秒１８．２８メ
ートルの地点

�の地点は、�の地点から真北３度１７分１７秒１８．２０メ
ートルの地点

�の地点は、�の地点から真北４度１１分０１秒４．００メー
トルの地点

�の地点は、�の地点から真北４度１５分１０秒３．７６メー
トルの地点

�の地点は、�の地点から真北４度５９分４８秒１．９４メー
トルの地点

�の地点は、�の地点から真北９度２４分４０秒０．９１メー
トルの地点

�の地点は、�の地点から真北１０度０２分３４秒３．７１メー
トルの地点

�の地点は、�の地点から真北１８度０６分１６秒１．５３メー
トルの地点

�の地点は、�の地点から真北２９度３７分０９秒５．７６メー
トルの地点

� 面積

３２１．７２平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

昭和５５年１１月２９日 愛媛県指令河第７７４号

４ しゅん功認可年月日

平成１７年３月２９日

�������
�愛媛県告示第７３５号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する

同法第１４条第２項の規定に基づき、今治市長から次のとおり

公共測量が終了した旨の通知があった。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 公共測量（基準点測量）

２ 作業期間 平成１６年１０月１５日から

平成１７年２月２８日まで

３ 作業地域 今治市矢田、高橋、別名地域

�愛媛県告示第７３６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡久万高原町西谷字郷角１３３６４番２から

同字１３３４８番１まで

旧 ４．６～４８．３ ０．２５３

新 １３．０～５３．０ ０．２５０

〃 〃
上浮穴郡久万高原町西谷字郷角１３３４８番１から

同字１３３１０番まで

旧 ６．０～４１．７ ０．１６６

新 ６．０～４１．７
６．０～５４．７

０．１６６
０．０９１

上浮穴郡久万高原町西谷字郷角１３３１０番から 旧 ５．３～３４．１ ０．１４０

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３７８



��������������

��������������

��������������

��������������

�愛媛県告示第７３７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７３８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７３９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７４０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 〃
同字１３３０４番１まで 新 １３．６～５１．２ ０．１１９

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 美川川内線
上浮穴郡久万高原町直瀬乙２１６２番２から

同町直瀬乙２１７５番３まで

旧 ５．６～９．４ ０．０５６

新 ５．６～９．４
７．８～２１．４

０．０５６
０．０６３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 美川川内線
上浮穴郡久万高原町直瀬乙２１６２番２から

同町直瀬乙２１７５番３まで
平成１７年３月２９日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田柳谷線
上浮穴郡久万高原町西谷字古味３６５１番２から

同字３６５１番２まで
平成１７年３月２９日

〃 〃
上浮穴郡久万高原町西谷字古味３６６６番２から

同字３５４８番２まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４９４号 上浮穴郡久万高原町渋草１３０８番７
旧 ５．０～２５．０ ０．０７３

新 １５．８～３３．０ ０．０７３

〃 〃
上浮穴郡久万高原町渋草１３０８番７から

同町渋草１３０８番８まで

旧 ５．２～２８．０ ０．２２２

新 ５．２～２８．０
９．２～３４．０

０．２２２
０．１６２

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３７９
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�愛媛県告示第７４１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７４２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７４３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７４４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 〃
上浮穴郡久万高原町渋草１３０８番８から

同町渋草１３０８番９まで

旧 １１．８～２５．４ ０．１２２

新 １６．８～３７．６ ０．１２２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４９４号
上浮穴郡久万高原町渋草１３０８番７から

同町渋草１３０８番９まで
平成１７年３月２９日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号
伊予市三秋字泉山乙２６３番１から

同字乙２６３番１４まで

旧 １０．０～２３．０ ０．１３６

新 １０．０～２６．０ ０．１３６

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３８０号
喜多郡内子町寺村１８５６番６から

同町寺村１８５９番３まで

旧 ６．２～８．０ ０．０７５

新 １１．０～１６．０ ０．０７５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３８０号
喜多郡内子町寺村１８５６番６から

同町寺村１８５９番３まで
平成１７年３月２９日

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３８０
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�愛媛県告示第７４５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７４６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７４７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７４８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 久万中山線
喜多郡内子町臼杵１３８６番４から

同町臼杵１３５１番４まで

旧 ５８．８～７２．６ ０．０９４

新 ３２．６～６７．４ ０．０９４

〃 〃
喜多郡内子町臼杵１３８１番から

同町臼杵１３７０番まで

旧 １１．０～８４．５
５．６～１４．７

０．１９０
０．２６７

新 １１．０～８４．５ ０．１９０

〃 〃
喜多郡内子町臼杵１３７０番から

同町臼杵１３６９番５まで

旧 ３３．８～７４．４ ０．０５１

新 ３３．８～７４．４ ０．０５１

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大洲長浜線
大洲市長浜町仁久甲５１番２から

同市長浜甲１０２８番４まで

旧 ６．０～１２．０ １．０１０

新 １４．０～１１８．０ １．０１０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 永木内子線
喜多郡内子町袋口７４０番３から

同町袋口７７５番まで

旧 ３．６～１７．５ ０．３０４

新 ８．５～３２．４ ０．３０２

〃 〃 喜多郡内子町袋口１０１２番
旧 ４．０～５．５ ０．０４３

新 １３．２～２５．３ ０．０４３

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号
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�愛媛県告示第７４９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７５０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７５１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 永木内子線
喜多郡内子町袋口７４０番３から

同町袋口７７５番まで
平成１７年３月２９日

〃 〃 喜多郡内子町袋口１０１２番 〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 串中山線
喜多郡内子町石畳２０５０番５から

同町石畳２０７８番４まで

旧 ６．２～１３．１ ０．０９２

新 ９．１～１３．７ ０．０９１

〃 〃
喜多郡内子町石畳２０７８番４から

同町石畳２１１４番２まで

旧 ５．０～１０．４ ０．１１６

新 ５．０～１０．４
９．７～２４．４

０．１１６
０．０７５

〃 〃
喜多郡内子町石畳２１１４番２から

同町石畳２１１１番２まで

旧 ６．０～７．３ ０．０６３

新 ６．６～１６．２ ０．０６２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 串中山線
喜多郡内子町石畳２０５０番５から

同町石畳２０７８番４まで
平成１７年３月２９日

〃 〃
喜多郡内子町石畳２０７８番４から

同町石畳２１１４番２まで
〃

〃 〃
喜多郡内子町石畳２１１４番２から

同町石畳２１１１番２まで
〃

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号
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�愛媛県告示第７５２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７５３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７５４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７５５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 野村柳谷線
大洲市肱川町中津１５２１番２から

同町中津１５２０番３まで

旧 ５．８～６．２ ０．０１３

新 ２０．１～２２．１ ０．０１３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 野村柳谷線
大洲市肱川町中津１５２１番２から

同町中津１５２０番３まで
平成１７年３月２９日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 肱川公園線 大洲市肱川町宇和川３３３番１４
旧 ３．７～７．０

１０．２～２６．３
０．１０３
０．０５５

新 １０．２～２２．５ ０．０５５

〃 〃
大洲市肱川町宇和川３３３番１５から

同町宇和川３０８番４まで

旧 ４．１～３５．０
１０．２～２４．３

０．１５９
０．０８１

新 １０．２～２３．６ ０．０８１

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 鳥井喜木津線
西宇和郡瀬戸町足成字井手口１０７４番３から

同町足成字松ノ谷９８６番４まで

旧 ５．７～１３．０
２３．０～４２．５

０．０６０
０．０３６

新 ８．０～４２．５ ０．０３６

〃 〃
西宇和郡瀬戸町足成字松ノ谷９８６番４から

同町９６０番１まで

旧 ８．０～５６．０
５．０～１０．０

０．０７０
０．１４０

新 ８．０～５６．０ ０．０７０

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号
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愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７５６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７５７号
過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５号）附則第４条第２項の規定によりなおその効力を有することとされる旧

過疎地域活性化特別措置法（平成２年法律第１５号）第１４条第１項の規定により、愛媛県において実施中の基幹道路の改築工事

を次のとおり完了する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７５８号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人が指定されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３項の規定

により告示する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７５９号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人の指定が取り消されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３

項の規定により告示する。

平成１７年３月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市新宮町上山７１０４番２から

同町上山７０７２番地先まで

旧 ５．０～１１．０ ０．０８２

新 １０．０～１６．５ ０．０８２

〃 〃
四国中央市新宮町上山７０７２番地先から

同町上山６８５０番５まで

旧 ４．０～９．０ ０．４４０

新 ４．０～９．０
６．０～３２．０

０．４４０
０．１４５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市新宮町上山７１０４番２から

同町上山６８５０番５まで
平成１７年３月２９日

道路の管理者 道路の種類 路 線 名 工 事 区 間 工事の
種 類 工事の完了の日

松 山 市 市 道 大浦吉木線
松山市中島大浦３０５４番１３地先から

同市中島大浦３１６５番２地先まで
改 築 平成１７年３月２８日

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 指 定 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

双第
１号

松山市南堀端町１番地 株式会社伊予銀行 伊予郡双海町大字上灘甲５７１２番地４
伊予銀行上灘支店

平成１７年３月１日

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号
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教育委員会規則

�愛媛県教育委員会規則第３号
愛媛県立博物館管理規則等の一部を改正する規則を次のよ

うに定める。

平成１７年３月２９日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県立博物館管理規則等の一部を改正する規則

（愛媛県立博物館管理規則等の一部改正）

第１条 次に掲げる規則の規定中「５日」を「３日」に改め

る。

� 愛媛県立博物館管理規則（昭和３６年愛媛県教育委員会

規則第５号）第６条第１項第２号

� 愛媛県総合科学博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育

委員会規則第１１号）第６条第１項第２号

� 愛媛県歴史文化博物館管理規則（平成１２年愛媛県教育

委員会規則第１３号）第６条第１項第２号

（愛媛県立図書館管理規則の一部改正）

第２条 愛媛県立図書館管理規則（昭和５０年愛媛県教育委員

会規則第６号）の一部を次のように改正する。

第２条第２号を次のように改める。

� 協力図書 市町及び法人その他の団体への協力及び

援助のために貸し出す図書資料をいう。

第３条第２項を削る。

第４条中第１３号及び第１４号を削り、第１５号を第１３号とし

、第１６号を第１４号とする。

第６条第１項第２号中「５日」を「３日」に改める。

第１２条の見出しを「（協力図書の利用）」に改め、同条

第１項中「文庫を」を「協力図書を」に、「文庫登録願」

を「協力図書登録願」に改め、同条第２項第２号中「構成

人員１０人以上で」を削り、同条第３項中「文庫を」を「協

力図書を」に、「文庫借出願」を「協力図書借出願」に改

める。

別表を削る。

（愛媛県美術館管理規則の一部改正）

第３条 愛媛県美術館管理規則（平成１２年愛媛県教育委員会

規則第１５号）の一部を次のように改正する。

第６条第１項第２号中「５日」を「３日」に改める。

別表１の表中「４００円３２０円
５００円４００円

を「２００円１６０円
３００円２４０円

に改める

」 」

。

附 則

１ この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

２ 第３条の規定による改正後の愛媛県美術館管理規則別表

１の表の規定は、この規則の施行の日以後に徴収する常設

展観覧料について適用し、同日前に徴収した常設展観覧料

については、なお従前の例による。

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 取 消 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

伊第
４号

伊予郡双海町大字上灘甲５８２１番地６ 伊予郡双海町 同町役場、同下灘支所 平成１７年２月２８日

三第
１２号

四国中央市三島金子二丁目４番２３号 うま農業協同組合 四国中央市豊岡町大町１８５６番地
うま農業協同組合 Ａコープとよおか

平成１７年１月２５日

愛 媛 県 報平成１７年３月２９日 第１６４５号

３８５
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